
51.7％ 比例:23.1％ 
    基礎:28.5％ 

２
０
２
０
年
通
常
国
会
に 

改
正
法
案
提
出
予
定 

基
礎
年
金
（
国
民
年
金
）
の 

給
付
水
準
低
下
が
深
刻 

所
得
代
替
率
５
割
確
保
が
カ
ギ 

ケース1 経済成長と
労働参加が
進むケース

0.9％ 51.9％ ○

ケース2 0.6 51.6 ○

ケース3 0.4 50.8 ○

ケース4 一定程度
進むケース

0.2 46.5 ×

ケース5 0.0 44.5 ×

ケース6 進まないケース ▲0.5 36～38 ×

  

財
政
検
証
と
は
い
わ
ば
公
的
年
金
財
政
の

「
定
期
健
康
診
断
」
。
法
律
で
少
な
く
と
も
５
年

ご
と
に
行
う
こ
と
が
明
記
さ
れ
て
い
ま
す
。
年

金
制
度
は
少
子
高
齢
化
を
見
据
え
て
２
０
０
４

年
に
大
き
な
制
度
改
革
が
行
わ
れ
、「
マ
ク
ロ
経

済
ス
ラ
イ
ド
」
と
い
う
仕
組
み
が
導
入
さ
れ
ま

し
た
。
こ
れ
は
財
政
が
長
期
的
に
安
定
す
る
（
調

整
期
間
）
ま
で
給
付
額
の
伸
び
を
物
価
や
賃
金

の
伸
び
よ
り
低
く
抑
え
る
も
の
で
、
こ
の
仕
組

み
に
よ
り
給
付
水
準
は
徐
々
に
目
減
り
す
る
こ

と
が
見
通
さ
れ
て
い
ま
す
。
た
だ
将
来
世
代
の

年
金
額
が
大
き
く
減
ら
な
い
よ
う
に
、
政
府
は

最
低
で
も
所
得
代
替
率
（
現
役
男
性
の
手
取
り

収
入
に
対
す
る
夫
婦
２
人
の
モ
デ
ル
世
帯
の
年

金
受
給
額
の
割
合
）
５
割
を
最
低
で
も
確
保
す

る
と
し
、
次
の
財
政
検
証
（
５
年
以
内
）
ま
で

に
５
割
を
下
回
る
と
見
込
ま
れ
る
場
合
に
は
現

役
世
代
の
保
険
料
の
引
上
げ
な
ど
何
ら
か
の
措

置
を
取
る
と
し
て
い
ま
す
。 

＊
モ
デ
ル
世
帯
と
は
平
均
収
入
で
40
年
間
働
い
た
会
社
員
の
夫
と
専
業

主
婦
の
妻
の
夫
婦
二
人
世
帯
。 

    

今
年
は
財
政
検
証
の
年
に
あ
た
り
、
そ
の
結

果
が
８
月
末
に
公
表
さ
れ
ま
し
た
。
示
さ
れ
た

の
は
経
済
成
長
や
労
働
参
加
状
況
ご
と
に
試
算

し
た
６
つ
の
ケ
ー
ス
で
す
。
２
０
１
９
年
度
の

所
得
代
替
率
は
61
・
７
％
で
す
が
、
経
済
成
長

と
労
働
参
加
が
「
進
む
」
と
さ
れ
る
ケ
ー
ス
１

～
３
の
場
合
、
将
来
も
51
・
９
％
～
50
・
８
％

と
か
ろ
う
じ
て
所
得
代
替
率
５
割
以
上
を
維
持

で
き
る
も
の
の
、
成
長
率
が
そ
れ
よ
り
低
い
ケ

ー
ス
４
～
６
の
場
合
で
は
46
・
５
％
～
36
％

と
５
割
を
下
回
り
ま
し
た
（
図
表
１
）
。 

特
に
基
礎
年
金
（
国
民
年
金
）
の
水
準
低
下

が
深
刻
で
す
。
経
済
成
長
と
労
働
参
加
が
一
定

程
度
進
む
ケ
ー
ス
４
の
場
合
（
図
表
２
）
で
み

る
と
、
厚
生
年
金
は
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の

調
整
期
間
が
２
０
３
０
年
度
で
終
了
し
、
モ
デ

ル
世
帯
の
所
得
代
替
率
は
今
よ
り
１
割
弱

（
25
・
３
％→

23
・
１
％
）
の
低
下
で
留
ま

る
と
の
見
通
し
で
す
。
一
方
、
基
礎
年
金
は
２

０
５
３
年
度
ま
で
調
整
期
間
が
長
引
く
た
め
、

そ
の
ぶ
ん
所
得
代
替
率
に
も
影
響
し
、
現
在
31

歳
の
人
が
65
歳
と
な
る
２
０
５
３
年
度
に
受

け
取
る
年
金
水
準
は
、
今
よ
り
36
％
（
36
・

４
％→

23
・
４
％
）
ほ
ど
低
下
す
る
と
い
う
厳

し
い
数
値
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
公
表
さ
れ
た
結

果
は
決
し
て
楽
観
で
き
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

 
 

             

                    

政
府
は
今
後
、
こ
の
財
政
検
証
結
果
を
踏
ま

え
公
的
年
金
制
度
の
見
直
し
に
向
け
た
議
論
を

加
速
化
さ
せ
、
来
年
の
通
常
国
会
に
改
正
法
案

を
提
出
す
る
予
定
で
す
。
論
点
と
し
て
あ
が
っ

て
い
る
の
が
、
厚
生
年
金
へ
の
パ
ー
ト
な
ど
短

時
間
労
働
者
の
加
入
拡
大
や
、
在
職
老
齢
年
金

制
度
の
見
直
し
、
受
給
開
始
年
齢
の
70
歳
超
の

拡
大
な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

見
直
し
に
あ
た
っ
て
は
、
年
金
制
度
や
財
政

の
安
定
は
も
と
よ
り
、
将
来
世
代
を
含
め
国
民

一
人
一
人
が
将
来
不
安
を
払
拭
し
、
安
心
し
た

老
後
生
活
を
送
れ
る
よ
う
制
度
改
革
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
。 

【経済（ケース IV ）】 
・物価上昇率          1.1% 
・賃金上昇率（実質＜対物価＞）1.0% 
・運用利回り（実質＜対物価＞）2.1% 

（参考）経済成長率（実質）     0.2% 

※経済成長率（実質）は2029年度以降20～30年平均 
※単位：万円（月額）夫婦２人のモデル世帯年金額は物価上昇率で2019年度に割り戻した実質額 

■図表１ 2019年財政検証結果 

厚生年金 
の調整終了 
2030年度 

基礎年金の調整終了
2053年度 

61.7％ 比例:25.3％ 
    基礎:36.4％ 

公的年金の財政検証結果 

国民の将来不安払拭に向けた年金改革を 

60.1％ 比例:24.6％ 
    基礎:35.5％ 

私たちの老後生活を支えるのに重要な公的年金制度。その公的年金の財政が健全かどうかを確認

する、５年に１度の財政検証の結果が８月末に公表されました。その結果をどう読み解けばいいの

か、そして今後どのような施策が求められるのでしょうか。 

                                    電機連合 総合産業・社会政策部門 

50.0％ 比例:23.1％ 
    基礎:26.9％ 

電機連合＠見える化通信 Vol.１０１（２０１９.９） 

46.5％ 比例:23.1％ 
    基礎:23.4％ 

「見える化通信」では、難しそうで見えづらい政策課題の中身を月に一回紹介します。

＊ 

出所：厚生労働省資料を基に電機連合作成 

■図表２ 年金額の将来の見通し ケース４の場合 

現在65歳      60歳       44歳           40歳       31歳 

出所：厚生労働省資料を基に電機連合作成 

所得 
代替率 

中長期の実質 
経済成長率 

給付水準 
の確保 


